
令和８年 6月 1日改訂 

グループホーム塩田のご案内

グループホーム塩田は、地域に密着した『認知対応型共同生活介護事業所』として、

医療法人共和会により運営されています。 

認知症になった方が穏やかな日常生活を送るためには、個人の尊厳を保ち、生きがい

のある生活を送ることが大切です。 

グループホーム塩田では、食事の支度、掃除、洗濯等をスタッフがご利用者さまと共

に行い、家庭の延長として普段どおりの生活を送ることで、認知症状を穏やかにして

過ごすことを目的とします。 

私たちはご家族さまと一緒になって、ご利用者さまを支えていきます。 

利用できる方 

グループホーム塩田をご利用いただけるのは、 

次の条件に当てはまる方です。 

① 上田市在住 

② ６５歳以上（※） 

③ 医師から認知症の診断を受けている 

④ 要支援 2または要介護認定を受けている 

⑤ 共同生活を送ることができる 

※ ６５歳未満であっても医師から認知症の診断を受け、要介護認定を受けている方は利用できます。 

グループホーム塩田での生活 

グループホーム塩田では、一人ひとりの生活を大切にしながら 

日々のレクリエーションや音楽療法により、楽しく生き生きとし 

た日常が送れるよう、ご利用者さまに寄り添って生活しています。 

野菜・花の栽培、誕生日会、お花見、ドライブ、敬老会、子ども 

や地域の方たちとの交流・ふれあいを大切にし、生きがいを 

持った生活ができるように支援しています。 

   

利用のご相談 

上田市高齢者介護課 地域包括支援センター 

居宅介護支援事業所 グループホーム塩田へ 

ご相談ください。 

〒386-1325 

長野県上田市中野 29 番地 2 

医療法人共和会 グループホーム塩田 

℡ 0268（38）0565 

 

 



グループホーム塩田の概要 

経営主体 医療法人 共和会 

代表者・管理者 富田 綾 

目 的 グループホーム塩田において実施する指定認知症対応型共同生活介護〔指定介護予防認知症対応型共

同生活介護〕事業の適正な運営を確保するために必要な人員及び運営管理に関する事項を定め、指定認

知症対応型共同生活介護〔指定介護予防認知症対応型共同生活介護〕の円滑な運営管理を図るととも

に、要介護状態（介護予防にあっては要支援状態）の利用者の意思及び人格を尊重し、利用者の立場に

立った適切な指定認知症対応型共同生活介護〔指定介護予防認知症対応型共同生活介護〕の提供を確保

することを目的とします。 

運営方針 指定認知症対応型共同生活介護の提供にあたっては、認知症である利用者が可能な限り共同生活住居

において、家庭的な環境と地域住民との交流のもとで、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上

の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと

ができるよう援助します。 

開設年月日 平成１２年２月２８日 

サービスの概要 1. （介護予防）認知症対応型共同生活介護計画の作成 

計画作成担当者が、利用者の心身の状態や、生活状況の把握（アセスメント）を行い、利用者・

家族の生活に対する意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決すべき課題、援助の目標、サー

ビス内容、サービスを提供する上での留意事項等を記載した計画を作成します。 

2. 食事介助 

栄養バランスに配慮したバラエティに富む食事を提供しています。 

3. 入浴介助 

清潔を保っていただくため、概ね週 2回以上の入浴または清拭を行います。 

4. 排泄介助 

利用者の状況に応じて適切な排泄介助を行うと共に、排泄の自立について適切な援助を行います。 

5. 着替え・整容等 

生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

個人としての尊厳に配慮し、適切な整容が行われるよう援助をします。 

6. 健康管理 

併設病院の看護師が看護業務を併任し、日常的な健康管理、緊急時の対応、主治医との連絡等を

行います。 

7. 相談援助 

事業所は、利用者とその家族からの相談について、誠意をもって応じ、可能な限り必要な援助を

行うよう努めます。 

8. 社会生活上の便宜 

行政機関に対する必要な手続きについて、利用者及びその家族が行うことが困難である場合、委

任状をもってその手続きを代行します。 

9. 行事・レクリエーション 

季節に応じた様々な行事・レクリエーションを企画します。 

10. 理美容 

外部の有資格者が理美容サービスを定期的に実施します。 

11. 物品の購入や医療費等の支払い 

利用者または代理人の選定による日常生活物品や嗜好品の購入は、利用者または代理人の同意を

得た上で、支払いを代行します。立て替えた代金は、利用料と併せて請求します。 

12. 書類等の管理 

利用者数 定員９名 

協力医療機関 塩田病院  内科、外科、整形外科、歯科口腔外科 他 地域包括ケア病棟 

防災設備 火災報知器 自動火災通報設備 スプリンクラー 消火器 防炎カーテン 

保険加入先 全国老人保健施設協会 



サービス利用料 
 

介護保険サービス費 

 

基本利用費 

要支援 2 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

761 円/日 765 円/日 801 円/日 824 円/日 841 円/日 859 円/日 

 

加 算 

若年性認知症利用者受入加算 120 円/日 若年性認知症利用者ごとに担当者を定めニーズに応じたサービスを提供し

ている場合 

入院時費用 246 円/日 利用者が入院を要した場合（3月以内に退院することが明らかであり、適

切な便宜を供与し、退院後の入居の体制を確保していること）（月に 6日

を限度） 

看取り介護加算 

 死亡日以前 31 日以上 45 日以下 

 死亡日以前４日以上 30 日以下 

 死亡日以前２日又は３日 

 死亡日 

 

72 円/日 

144 円/日 

680 円/日 

1,280 円/日 

医師が医学的知見に基づき回復の見込みがないと判断した利用者であり、

医師等が共同作成した介護計画を説明、同意を得ると共に、看取り指針に

基づき医師等の連携の下で介護を受けている場合 

初期加算 30 円/日 入居した日から 30日以内の期間について算定すること 

協力医療機関連携加算 100 円/月 協力医療機関と連携体制を構築し、情報共有の会議を定期的に開催してい

る場合 

医療連携体制加算Ⅰ3 37 円/日 医療機関と連携して看護師を 1名以上確保し、24時間連絡できる体制を確

保し、重度化した場合の指針を定め、説明・同意を得ていること 

退居時情報提供加算 250 円/回 医療機関に対して入居者を紹介する際、入居者の心身の状況、生活歴等を

示す情報を提供した場合 

退居時相談援助加算 400 円/回 退居後に居宅において居宅・地域密着型サービスを利用する場合、相談援

助を行い、必要な情報を提供した場合 

認知症専門ケア加算Ⅰ 3 円/日 日常生活自立度Ⅲ以上の利用者に対して専門的な認知症ケアを行った場合 

生活機能向上連携加算Ⅱ 200 円/月 理学療法士等と共同して利用者の身体状況等の評価を行い、生活機能の向

上を目的とした計画を作成し、連携してサービスを行った場合 

栄養管理体制加算 30 円/月 管理栄養士が日常的な栄養ケアに係る介護職員への技術的助言や指導を行

うこと 

口腔衛生管理体制加算 30 円/月 歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔ケアに係る介護職員への技術的

助言や指導を行うこと 

科学的介護推進体制加算 40 円/月 サービス向上のために情報を有効活用していること 

サービス提供体制強化加算Ⅰ 22 円/日 基準を満たした介護福祉士数等であること 

介護職員等処遇改善加算Ⅰ2 合計×22.8％ 介護従事者の処遇改善の取組を行っていること 

 

その他の利用料 

 

居住費 1,250 円/日  

食材費 1,600 円/日  

水道光熱費 750 円/日  

冬季暖房等燃料費 4,000 円/月 上記水道光熱費とは別に、10月～4月の間に徴収 

口腔ケア用品・排泄アイテム 実費分 歯ブラシ、おむつなど 

敷金 100,000 円 入居時に支払い、退居時に清算 

介護保険サービス費は 

すべて１割負担の金額を 

記載しています 



職員の体制 

職種 人員数 保有資格等 

代表者・管理者 1 名 
認知症対応型サービス事業開設者研修・認知症対応型サービス事業

管理者研修・社会福祉士・介護福祉士など 

計画作成担当者 1 名 介護支援専門員など 

介護従事者 3 名以上 介護福祉士・初任者研修・認知症介護実践リーダー研修など 

看護師 数名 看護師（併設病院と連携） 

 

利用にあたっての留意事項 

来訪・面会 面会時間は、午前 9時から午後 6時です。 

事業所で実施している感染対策に協力してください。 

感染症の発生状況によっては、面会を制限・禁止する場合があります。 

差し入れ・贈物 事前に職員までお尋ねください。 

他の利用者・職員への差し入れ・贈物は、固くお断りします。 

外出・外泊 事業所まで届出を行ってください。 

飲酒・喫煙 飲酒：利用者本人の状態により職員が管理します。 

喫煙：禁止となります。 

火気取扱 禁止となります。 

居室・備品の利用 本来の用法にしたがって利用してください。 

これに反した利用により破損等が生じた場合は、賠償となることがあります。 

現金・貴重品等 事業所でお預かりすることはできません。 

利用者個人で所持していた場合の紛失・破損について、事業所では責任を負いかねま

す。 

動物飼育 禁止となります。 

禁止事項 危険物（火気・刃物等）の持ち込み、営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動、暴力行

為、迷惑行為、ハラスメントに該当する行為を禁止します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


